（各課様式１）

予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　新福祉バス（リフトバス）更新事業費費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　
　　　　　健康福祉部 地域福祉課 地域福祉・人材係　電話番号：058-272-1111（内2521）

　　　　　　　E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　24,144千円（前年度予算額： 0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	24,144
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	24,144

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
○経緯

　　・昭和62年３月、大日本土木株式会社等からの寄附(4,000千円)を受け、

県費(4,000千円)を加算し、リフトバス「ながら号」を購入

[定員：21名　うち車椅子定員２名]

　　・平成８年度、岐阜社会福祉事業協力会の寄附(8,000千円)を受け、県費
(9,000千円)を加算し、リフトバスを更新

更新理由：老朽化(購入後８年経過)及び年々増加する利用者への対応

　[定員：31名　うち車椅子定員４名]

　　・平成17年度、岐阜社会福祉事業協力会の寄附(11,130千円)を受け、県費

(5,770千円)を加算し、リフトバスを更新

更新理由：老朽化(購入後9年経過、走行距離217,093Km)　　　

　
○現状と課題

　　・昭和61年度購入以来、福祉バスは県下の福祉団体の各種行事等へ活用度

が高く、障がい等の社会参加に大きく貢献している

　利用状況：年間平均159.3日(過去３年間実績)

　　・現在のリフトバスは、更新以来12年目にあたり、すでに更新時期が到来

走行距離：363,800Km

・老朽化しているため、極力長期で使用する目的から、平成26年度以降は

運行距離に制限を設定している

内容：県庁から片道２時間程度までの利用

　※利用者からは、移動距離の制限を緩和してほしいとの要望もある。

　　・利用者の希望に沿った状況にする必要がある

（２）事業内容

　　＜現行車両＞

　　・平成17年度取得

　　　車種：日野自動車製中型バス(全長8,990㎜)

　　　仕様：車椅子固定席、リフト付き(通常車両の座席を改造)

　　　座席数：計29席(うち車椅子席４席)

　　　走行距離：累計363,800Km(平成29年3月13日車検時)

      利用実績：利用者2,806人、運行日数159.3日　(H26～H28平均)

　　＜購入想定車両＞

　　　車　　種：中型バス(全長8,990㎜)

　　　仕　　様：車椅子固定席、リフト付き

　　　座席数：計27席（うち車椅子席３席) 

（３）県負担・補助率の考え方

平成18年4月の介護保険法改正及び障害者自立支援法施行により、高齢者は介護予防の観点から、障がい（児）者は自立の観点から一層の社会参加が求められている。リフトバス「ながら号」は、障がい（児）者や介助を要する高齢者が気軽に外出し、社会参加をしていくために必要不可欠な交通手段であることから、県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
○リフト付き観光バス「清流クローバー号」（平成24年度から運行）

　・岐阜県身体障害者福祉協会所有で、県内の障がい者の利用を対象として

いる

　・乗車定員が39人と41人の２台であり利用者の規模が大きい。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	24,000
	福祉バスながら号の購入費用

	その他
	144
	自賠責保険、自動車重量税　など

	合計
	24,144
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
各種計画上の位置づけなし
（２）国・他県の状況

福祉バス運行事業は11県が実施。そのうち県有バスを保有県は8県。
（３）後年度の財政負担
運行や維持管理を委託する必要がある
（４）事業主体及びその妥当性
県内全域を対象とした障害者等の社会参加を促進するため、安価かつ安全性の高い移動手段を提供するには、県が妥当と判断する
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
障がい（児）者や介助を要する高齢者が気軽に外出し、各種の行事等に参加する機会を提供することを通して、社会参加の促進及び自立の支援を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	年間運行日数
	（H  ）
	181日

（H25）
	170日

（H26）
	159日

（H27）
	181日
（H29）
	87.8％

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	介護保険法及び障害者自立支援法により、高齢者は介護予防の観点から、障がい（児）者は自立の観点から一層の社会参加が求められている。またＨ22～27年の過去五年間で平均173日／年運行し、累計で15,530人が利用している。こうした実績から、障がい（児）者や介助を要する高齢者が気軽に外出し、社会参加をしていくために福祉バスが必要不可欠な交通手段となっていることがわかる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
同様の機能をもつ移動手段が他にも存在していることから、本事業の効果的な実施のため、より利用者が使いやすいサービスの内容を検討していくことが必要となる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

障がい（児）者や介助を要する高齢者が気軽に外出し、各種の行事等に参加する機会を得ることについて、本事業の県民ニーズは非常に高く、次年度以降も継続していく。


